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浜田市議会基本条例の一部改正について_逐条解説案入り 資料1-1

条項 見出し 条文

目次

前文
第1章　総則(第1条・第2条)
第2章　議会の活動原則(第3条―第17条)
第3章　議員の活動原則(第18条―第21条)
第4章　市民参加(第22条―第24条)
第5章　議員定数及び議員報酬(第25条)
第6章　補則(第26条)
附則

前文

地域の自主性と自立性が必要とされる現在にあって、二元代表制の一翼を担
う議会には、従来の議事機関としての役割と責務のみならず、多様化する市民
の意見を的確に把握し、市政に反映させるため、自由討議や意見交換等を重視
した政策形成機能の更なる充実が求められている。
私たち浜田市議会議員は、石見人としての誇りと高い識見を備え、全国の地

方議会の模範となる議会改革を掲げて絶えず精進し、全ての市民が安全で安心
して、幸せに暮らすことができるよう最大限の努力をしなければならない。
ここに、浜田市議会は、日本国憲法に定める地方自治の本旨にのっとり、市

民に開かれた信頼される地方政府を実現するため、議会の最高規範として、こ
の条例を制定する。

二元代表制の意義を明確にし、多様化する市民の意見を的確に把握し、市政に反映さ
せるため、自由討議や意見交換会等を重視して、政策形成に取り組むことを述べてい
ます。浜田らしい基本条例の特徴をこの前文で表し、議会改革を掲げて絶えず精進し
ていくこととしています。
条例制定時は「地方分権の時代を迎え」という当時の時代背景を明記していました
が、地方分権の意識は議会に根付いていることに加え、時代の移り変わりによらず普
遍的な前文にするため、一部改正しました。

第1章 総則

第1条 目的

第1条 この条例は、二元代表制の下、議会の果たすべき役割を明らかにする
とともに、議会及び議員の活動原則等議会に関する基本的な事項を定めること
により、地方自治の本旨に基づく市民の負託に応え、市民の福祉の増進及び公
正で民主的な市政の発展に寄与することを目的とする。

この条例は、市民の負託に応え、市民福祉の増進及び公正で民主的な市政の発展に寄
与することを目的に、議会の基本的事項や議会の果たすべき役割を定めるものです。

第2条 条例の位置付け

第2条 この条例は、議会における最高規範であって、議会は、議会に関する
他の条例、規則その他の規程の制定、改廃及び運用については、この条例の趣
旨に沿って行わなければならない。

この議会基本条例は形式的意味において、最高規範ではありません。条例間では、他
の条例に優越するような条例は存在しません。しかし、実質的意味においては議会に
おける最高規範であり、議会関係条例あるいは規則の解釈運用については、他の条例
に特別の規定がない限り、基本条例の趣旨、目的に沿うようでなければならないこと
としています。

第2章 議会の活動原則

第3条 議会の活動原則

第3条 議会は、市民の負託を受けた議決機関であることを自覚し、公正性、
透明性及び信頼性を確保し、市民に開かれた議会及び市民参加を推進する議会
を目指して活動しなければならない。

2 議会は、議会としての共通認識の醸成及び合意形成を図り、市長その他の
執行機関（以下「市長等」という。）に対する監視機能を果たすとともに、政
策の実現に向け、市民の福祉の増進を目指して、適切な判断及び責任ある活動
をしなければならない。

3 議会は、議員、市長等及び市民の交流並びに自由な討論の場であるとの認
識を持って活動しなければならない。

4 議会は、市民の参加意識が高まるよう分かりやすい視点、方法等で活動し
なければならない。

5 議会は、障がいのある議員及び妊娠中の議員に対し、本人の意思を尊重
し、円滑な議会活動のための配慮をしなければならない。

6 議会は、議員が議会活動と育児、介護等との両立ができるよう配慮をしな
ければならない。

ワーキング会議検討結果の条例改正案（溶け込み） 逐条解説（案）
※青字部分は、条例見直しに併せ修正・追記等したもの

議会は市民の負託を受けた議決機関であり、市民に開かれた議会、市民参加を推進す
る議会を目指して活動しなければならないという議会の活動原則を定めています。
2 議会は住民からの直接選挙で選ばれた議員で構成される合議体の議事機関です。
議会としての共通認識の醸成や合意形成を図り、市長等への監視機能を十分に果た
し、かつ、政策の実現のため、市民福祉の増進を目指して適切な判断や責任ある活動
を行うこととしています。
3 議会は言論の府であり、議員・市長等の執行機関・市民の交流と自由な討論の場
であるという認識をもって活動することとしています。
4 議会での会議は原則公開とし、市民参加が高まるよう、議会でのわかりやすい説
明や資料、公開等の工夫をして活動することとしています。一般質問では、議員と執
行部との議論のやりとりがわかりやすいよう一問一答方式で実施しています。
5 議会活性化等の観点から、多様な議員が円滑な議会活動が行えるよう配慮すべき
と定めたものです。議会棟のバリアフリー化や休憩室の設置、オンライン会議の開催
等が考えられます。
6 会議規則第2条の議員の欠席事由等の改正を踏まえ、議員が議会活動と育児、介護
等の両立ができるよう配慮すべきと定めたものです。会議等の開催時間の工夫や休日
や夜間の会議開催、オンライン会議の開催等が考えられます。
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浜田市議会基本条例の一部改正について_逐条解説案入り 資料1-1

条項 見出し 条文

ワーキング会議検討結果の条例改正案（溶け込み） 逐条解説（案）
※青字部分は、条例見直しに併せ修正・追記等したもの

7 議会は、ジェンダー平等の理念にのっとり、多様な議員が議会活動を行う
ことができるよう配慮をしなければならない。

7 「ジェンダー平等」とは、一人ひとりの人間が、性別にかかわらず、平等に責任や
権利や機会を分かち合い、あらゆる物事を一緒に決めることを言います。議会はこの
ジェンダー平等の理念に則り、多様な議員がその個性と能力を十分に発揮して議会活
動を行うことができるよう配慮することとしています。

第4条 議会改革の推進
第4条 議会は、社会状況の変化に適応した議会の在り方について常に議論
し、議会改革の推進に努めるものとする。

議会が様々な社会状況の変化に対応しながら、絶えず議会の在り方について議論し、
議会改革を推進していくこととしています。

第5条 危機管理

第5条 議会は、大規模災害等の緊急の事態から市民の生命、身体及び財産並
びに生活の平穏を守るため、総合的かつ機能的な活動が図られるよう、市長等
と協力し、危機管理体制の整備に努めるものとする。

2 議会は、大規模災害等の緊急の事態が発生したときは、市長等と連携し、
次に掲げるとおり対応するものとする。

(1) 議長は、必要に応じて議員による協議又は調整を行うための組織を設置
する。

(2) 議会は、状況を調査し、市民の意見及び要望を的確に把握するととも
に、必要に応じて市長等に対し、提言及び提案を行う。

第6条 会派
第6条　議員は、議会活動を行うに当たり、会派を結成することができる。

2 会派は、政策を中心とした理念を共有する議員で構成し、活動するものと
する。

3 会派は、政策立案、政策提言、政策決定等(以下「政策立案等」という。)
に際して、会派間で調整を行い、合意形成に努めるものとする。

4 議会運営に当たっては、議会は、会派に属さない議員の意見が反映される
よう配慮するものとする。

第7条 議員と市長等との関係
第7条 議会審議における議員と市長等との関係は、次に掲げるところによ
り、緊張関係が保たれていなければならない。

(1) 一般質問は、市政上の論点及び争点を明確にするため、一問一答の方式
で行うものとする。

(2) 議長の要請により本会議(浜田市議会会議規則(平成17年浜田市議会規則
第1号)に規定する会議をいう。以下同じ。)及び委員会(浜田市議会委員会条例
(平成17年浜田市条例第306号)に規定する常任委員会、議会運営委員会及び特
別委員会をいう。以下同じ。以下これらを「本会議等」という。)に出席した
市長等は、議員からの質問等又は議員若しくは委員会による条例の提案、議案
の修正案等に対して疑義等があるときは、議長又は委員長の許可を得て、これ
らに反問し、又は反論することができる。

2011年3月に起こった東日本大震災を教訓に、議会のスピード感ある危機管理対応に
ついて定めたものです。ここでいう大規模災害等には、感染症まん延も含まれます。
緊急事態において市民の生命財産等を守るため、執行部と協力して危機管理体制を整
備することとしています。
2　大規模災害等が発生した際の議会と市長等との連携について次のように定めてい
ます。
（1）議長は必要に応じて、議員による協議又は調整を行うための組織として、浜田
市議会災害対策支援本部や浜田市議会新型コロナウイルス対策支援本部を設置できる
こととしています。
（2）上記の支援本部等において、議員からの情報や要望等を収集・整理し、必要に
応じて市長等に提言等を行うこととしています。

1　合議体である議会において、議員は議員集団（グループ）として、会派を結成
し、活動ができることとしています。
2　会派は、政策を中心とした同一理念を持つ議員により構成し、活動するものとし
ています。
3　政策立案等に際しては、会派間で十分な調整を行い、合意形成に努めることとし
ています。
4　議会は会派に属さない議員の意見（少数議員の意見）も尊重し、議会運営を行う
よう配慮することとしています。

議会審議における議員と市長等との緊張感の保持について定めています。
（1）一般質問（個人一般質問・委員会代表質問）においては、議員の質問の趣旨を
明確にし、論点を深め、市民によりわかりやすい質疑応答とするため、一問一答方式
とすることとしています。
（2）市長は、議員に対し、疑問点や質問の内容を再確認するなど反問する権利等を
認め、引き続き、緊張関係のある議論に努めます。またこれにより、議員の資質の向
上にも繋がります。
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浜田市議会基本条例の一部改正について_逐条解説案入り 資料1-1

条項 見出し 条文

ワーキング会議検討結果の条例改正案（溶け込み） 逐条解説（案）
※青字部分は、条例見直しに併せ修正・追記等したもの

第8条 議会審議における論点整理

第8条 議会は、市長が提案する重要な政策について、議会審議における論点
を整理し、その審議を深めるため、市長に対して次に掲げる事項について明ら
かにするよう求めるものとする。

(1)　政策の発生源

(2)　提案に至るまでの経緯

(3)　他の地方公共団体の類似する政策との比較検討

(4)　市民参加の実施の有無とその内容

(5)　総合振興計画との整合性

(6)　財源措置

(7)　将来にわたるコスト計算

第9条 予算及び決算における説明

第9条 議会は、予算及び決算の審議に当たっては、前条の規定に準じて、分
かりやすい施策別又は事業別の説明を市長に対して求めるものとする。

第8条の規定により、市の新規事業については、予算説明資料の「新規事業等実施に
伴う説明シート」において7項目を明記し、事業内容がわかりやすく整理されていま
す。議会はこれらの資料をふまえ、予算及び決算の審議を行います。

第10条 採択した請願及び陳情への対応

第10条 議会は、採択した請願及び陳情が市長等において措置することが適当
と認めるときは、市長等に対してその趣旨を実現するよう求めるとともに、当
該請願及び陳情に関する事後の状況、対応等を議会に報告するよう求めるもの
とする。

議会として採択した請願・陳情のうち、市長等において措置することが適当と判断し
たものについて、市長等にその趣旨の実現を求め、対応状況や結果などを報告するよ
う求めることとしています。

第11条 自由討議による合意形成等

第11条 議長は、議会は議員による自由な討論の場であることを認識し、市長
等に対する本会議等への出席要請を必要最小限にとどめ、議員相互間の討議を
中心とする運営に努めるものとする。

2 議会は、本会議等において、議案、請願及び陳情(以下「議案等」とい
う。)を審議し、結論を出す場合においては、議員相互間の討議により議論を
尽くして合意形成に努めるとともに、市民に対する説明責任を果たすものとす
る。

第12条 政策討論会

第12条 議会は、市政に関する重要な政策及び課題に対して、議会としての共
通認識の醸成を図り、合意形成を得るため、政策討論会を開催するものとす
る。

市政に関する重要な政策等については、議会としての共通認識の醸成と合意形成を得
るため、政策討論会を開催することとしています。重要施策や課題、政策討論会の運
営については、議会運営委員会で協議・決定するものとします。

第13条 委員会の活動

第13条 委員会は、当該委員会が所管する事務（以下「所管事務」という。）
の調査を充実させること等により、委員会活動の活性化を図り、政策立案等を
積極的に行うよう努めるものとする。

2 委員会は、議案等の審査に当たっては、市民に対して積極的に情報を公開
し、分かりやすい議論を行うよう努めるものとする。

3 常任委員会を代表する議員は、本会議において、所管事務について、議長
の許可を得て質問することができる。

4 委員会は、行政視察を行ったときは、その目的、成果及び費用を公表する
とともに、政策立案等につなげるよう努めるものとする。

重要な政策については、議会審議を深めるため、規定した7項目について明らかにす
るよう市長に求めることを定めています。
市長が提案する重要な政策とは 浜田市庁議規則に定める審議事項で、会議で審議

され議会に提案されるもの、また、その他特に重要と判断されるものとします。

議会は議員間の討論の場であるとの原則により、議員間における自由闊達な議論を重
視することから、執行部の出席者については、質疑等における答弁を行う必要最小限
とすることとしています。
2 議案等の審査においては、議員同士における議論（議員相互間の自由討議）を積
極的に行い、合意形成に努め、議会としてのより良い案を導き出すことを定めていま
す。

議会は、より詳細な審査をすることを目的とし、分野別に委員会審査を行います。
委員会は、所管の政策的課題に迅速に対応し、適切な政策立案等を行うために、所管
事務調査を積極的に活用し、委員会機能の充実に努めることとしています。
2 委員会は、議案等の審査に当たり市民へ資料を積極的に公開し、分かりやすい議
論を行うよう努めることとしています。委員会は原則公開とし、事前に日程や議題、
資料等を市議会ホームページ等で周知し、議会に関心を持ってもらい、傍聴しやすい
環境整備に努めます。また傍聴せずとも会議の内容が市民に伝わるよう会議の録画配
信等も行うこととしています。（条例第21条に関連）
3 委員会の専門的視点を生かし、行政視察や自主的・自立的な調査、研究を踏ま
え、所管事項の政策立案等を積極的に行うため、当該委員会での意思統一を図ったも
のについて、委員会代表質問ができることとしています。
4 委員会が行政視察を行った際は、視察報告書により実施目的や費用等を公表しま
す。また行政視察レポートを作成し、全員協議会において報告することにより、執行
部と内容を共有し、政策提言につなげるよう努めることとしています。
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条項 見出し 条文

ワーキング会議検討結果の条例改正案（溶け込み） 逐条解説（案）
※青字部分は、条例見直しに併せ修正・追記等したもの

第14条 議会は、議会及び市政について市民に関心を持たれるよう広報紙、
ケーブルテレビ、インターネット等情報技術の進展を踏まえた多様な広報手段
を活用し、広報機能の充実に努めるものとする。

議会の活動など、市民の皆さんに関心を持っていただけるよう様々な手法を活用し
て、広聴機能の充実に努めることとしています。はまだ議会だよりやケーブルテレ
ビ、市議会ホームページをはじめ、情報技術の進展を踏まえた広報活動について今後
も検討していきます。

2 議会は、市民の多様な意見を把握するとともに、市政に反映させるよう、
時代及び環境の変化に対応し、広聴機能の充実に努めるものとする。

2 市民に開かれた議会の実現のため、市民参加の必要性や重要性が増しています。
時代や環境の変化に対応しながら、市民の多様な意見の把握に努め、市政に反映でき
るよう様々な手法により広聴機能の充実に努めることとしています。アンケート調
査、議長なんでもメール、議会報告会や各種団体との意見交換会、はまだ市民一日議
会の開催など、様々な広聴活動について今後も検討していきます。

第14条
の2

専門的知見の活用

第14条の2 議会は、島根県立大学等との連携をはじめ、広く専門的知見の有
効活用に努めるものとする。

島根県立大学などの高等教育機関における専門的知見や、浜田市の知的財産である教
育・技術・伝統文化などを有効活用するよう努めることとしています。

第15条 議会図書室

第15条 議会は、議員の調査研究及び市政運営の参考に資するため、議会図書
室の充実に努めるものとする。

議会図書室が十分活用されるよう充実をはかることを定めています。
図書の充実だけでなく、他の図書館との連携や議会図書室の活用等の検討も必要で
す。

第16条 議会事務局の体制整備

第16条 議会は、議員の政策立案等を補助する組織として、議会事務局の調査
機能及び法務機能の充実強化等その体制の整備に努めるものとする。

2 議長は、議会事務局の職員の配置に関し、あらかじめ市長と協議するもの
とする。

第3章 議員の活動原則

第17条 議員の活動原則

第17条 議員は、議会の構成員として、一部の団体及び地域の代表にとどまら
ず、市民全体の福祉の増進を目指して活動しなければならない。

2 議員は、市政の課題全般について、市民の意見を的確に把握するととも
に、自己の能力を高める不断の研さんにより、市民の代表としてふさわしい活
動をしなければならない。

3 議員は、議会が言論の府であること及び合議制の機関であることを認識
し、議員相互間の自由な討議を重んじて活動しなければならない。

4 議員は、政策討論会等を通じて議員相互間における自由な討議を行い、積
極的な議案の提出に努めなければならない。

第18条 政務活動

第18条 議員は、積極的に政策立案等のための調査研究その他の活動に努める
ものとする。この場合において、政務活動費の交付を受けたときは、これを有
効に活用するものとする。

2 政務活動費の交付を受けた議員は、政務活動費を使用した活動の状況を公
表するとともに、市民に対し、公正性及び透明性の確保の観点からその使途に
ついて説明責任を果たすものとする。

3 政務活動費の交付を受けた議員は、その執行状況に疑義が生じることがな
いよう全ての領収書等証拠書類を明らかにするものとする。

4 議長は、政務活動費が適正に使用されているかどうかについて、議会関係
者以外の者の審査を受けるものとする。

第14条 広報広聴の充実

議員の政策形成、立案機能を高めるため、議会事務局の機能充実や体制整備の強化に
ついて定めています。
2　議会事務局職員の任命権者は議長であるため、職員配置については、あらかじめ
市長と協議することとしています。

議員は議会の構成員として、市民全体の福祉の増進を目指して活動しなければならな
いという議員の活動原則を定めています。
2 議員は市政の課題について、市民の意見を的確に把握し、自己研鑽に努め、市民
の代表としての自覚のもと活動することとしています。
3 議会が言論の府、合議体であることから、議員間の自由な討議を中心に活動しな
ければならないこととしています。
4 議員は、政策討論会等により、議員間の自由な討議を行い、積極的な議案の提出
に努めなければならないこととしています。

議員が政務活動費を有効に活用し、積極的に政策立案等をするために調査研究等に努
めることとしています。
2　政務活動費の使用については、活動費用だけでなく活動の状況を公表し、その透
明性等を確保し、説明責任を果たすこととしています。このため、市議会ホームペー
ジでは支出状況はもちろん、議員が視察や研修に行った際の調査研究活動報告書を公
開しています。
3　透明性等の確保の観点から、全ての領収書を公開することとしており、市議会
ホームページに掲載しています。
4　政務活動費の透明性及び信頼性を確保するため、議会関係者以外の者の審査を受
けることとしています。
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浜田市議会基本条例の一部改正について_逐条解説案入り 資料1-1

条項 見出し 条文

ワーキング会議検討結果の条例改正案（溶け込み） 逐条解説（案）
※青字部分は、条例見直しに併せ修正・追記等したもの

第19条 議員研修
第19条 議会は、議員の政策立案等の能力の向上を図るため、議員の研修体制
の充実強化に努めるものとする。

（第3項削除）
2 議会は、各分野における学識経験を有する者及び市民との議員研修会を積
極的に開催するものとする。

第20条 政治倫理

第20条 議員は、市民の信頼に値する倫理的義務が課せられていることを自覚
し、浜田市議会議員政治倫理条例(平成20年浜田市条例第25号)を遵守するもの
とする。

事実上の最高規範としている議会基本条例に政治倫理を規定し、議員政治倫理条例の
遵守を定めています。

第4章 市民参加

第21条 市民と議会との関係
第21条 議会は、市民に対し、積極的に情報を公開し、説明責任を果たすもの
とする。

2 議会は、本会議等その他の会議を原則として公開するものとし、あらかじ
めその日程、議題等を周知するとともに、障がいの有無にかかわらず市民が傍
聴しやすい環境の整備、インターネット等による配信に努めるものとする。

3 議会は、議案等に対する各議員の賛否等を広報紙で公表する等、市民に対
して議員の意思を明確にするものとする。

4 議会は、本会議又は委員会における公聴会制度及び参考人制度を活用する
ことにより、市民の多様な意見及び専門的又は政策的な識見等を議会の審議に
反映させるよう努めるものとする。

第22条 重要案件の意見交換会

第22条 議会は、市政に関する重要な案件について、議員及び市民が自由に情
報及び意見の交換を行うため、議会運営委員会で協議の上、重要案件の意見交
換会を開催するものとする。

2 議会は、市政に関する重要な案件について、市民から重要案件の意見交換
会の開催を求められたときは、議会運営委員会で協議の上、これを開催するこ
とができる。

第23条 議会報告会等

第23条 議会は、議会活動に関する情報を積極的に公開するとともに、市民の
意見を把握し、議会活動に反映させるため、議会報告会等を開催するものとす
る。

市民参加、議会活動の公開を具体化する一つとして、明文化したものです。
議会の情報を積極的に公開し、市民の意見を把握し、各議員の議会活動に反映させて
いくために議会報告会や各種団体との意見交換会等を開催することとしています。

第5章 議員定数及び議員報酬

第24条 議員定数及び議員報酬

第24条 議会は、議員定数及び議員報酬の改正に当たっては、行財政改革の視
点のほか、市政の現状及び課題、将来の予測及び展望等を考慮するものとす
る。

2 議員定数及び議員報酬の改正の議案は、市民の直接請求による場合及び市
長が提出する場合を除き、明確な改正理由を付して、地方自治法(昭和22年法
律第67号)第109条第6項又は第112条第1項の規定により、委員会又は議員から
提出するものとする。

議員定数及び議員報酬の改正は、行財政改革の側面だけではなく、市政の現状と課
題、将来展望等を踏まえて総合的に検討することとしています。
2 議員自ら提案する場合は、改正理由を明確にし、委員会又は議員から提出するこ
ととしています。

市民の代表として、議員の政策立案等の能力の向上が求められており、議員研修の充
実強化をはかることとしています。
2 様々な分野における専門家や学識経験者、市民との議員研修会を積極的に開催す
ることとしています。なお、人権に関する研修会については、毎年開催することとし
ています。

市民へ議会の動きを積極的に情報公開し、議会としての説明責任を果たすこととして
います。市議会ホームページでは、議会の取組や議員・委員会の活動、会議の資料等
を積極的に公開しています。
2 本会議や委員会等、全ての会議を原則公開とし、事前に日程や議題、資料等を
ホームページ等で周知し、議会に関心を持ってもらい、傍聴しやすい環境整備に努め
ます。また傍聴せずとも会議の内容が市民に伝わるよう会議の録画配信等も行うこと
としています。（条例第13条関連）
3 議会での議案等に対する議員の賛否や反対理由等、広報紙や市議会ホームページ
等で公開することにより、各議員の説明責任を果たすことを定めています。
4 法律の制度を活用し、利害関係人や市民の専門的識見等を議会に反映させること
を定めています。
【公聴会制度】・・・審査の際に、利害関係がある人や学識経験者等から意見を聴く
ことができる制度です
【参考人制度】・・・委員会審査の参考に利害関係のある人、学識経験者等から意見
を聴くことができる制度です

重要案件の意見交換会について規定しています。なお、この開催は議会運営委員会で
協議・決定します。
2 市政の重要な事項に対し、特に議会自ら市民の皆さんの意見を聞いて施策に反映
させる方法の一つとして明文化したものです。重要案件の認識は、議会運営委員会で
決定します。この開催は議会運営委員会で協議・決定します。
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条項 見出し 条文

ワーキング会議検討結果の条例改正案（溶け込み） 逐条解説（案）
※青字部分は、条例見直しに併せ修正・追記等したもの

第6章 補則

第25条 見直し手続
第25条 議会は、一般選挙を経た任期開始後、速やかにこの条例の目的が達成
されているかどうかを議会運営委員会において検討するものとする。

2 議会は、前項の規定による検討の結果に基づいて、この条例の改正を含む
適切な措置を講ずるものとする。

3 議会は、この条例を改正する場合は、本会議において、改正の理由及び背
景を詳しく説明するものとする。

この条例については、少なくとも一般選挙が行われる4年に１度は条例の目的が達成
されているかどうかを検討し、必要な場合は見直しを行うことを定めています。
2　見直しの必要があれば、議会として適切な措置を講じることとしています。
3　条例改正の際は、改正理由やその背景を詳細に説明することとしています。
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浜田市議会基本条例（平成23年浜田市条例第34号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

地方分権の時代を迎え、地域の自主性と自立性が必要とされる現在

にあって、二元代表制の一翼を担う議会には、従来の議事機関として

の役割と責務のみならず、多様化する市民の意見を的確に把握し、市

政に反映させるため、自由討議や意見交換等を重視した政策形成機能

の更なる充実が求められている。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿地域の自主性と自立性が必要とされる現在

にあって、二元代表制の一翼を担う議会には、従来の議事機関として

の役割と責務のみならず、多様化する市民の意見を的確に把握し、市

政に反映させるため、自由討議や意見交換等を重視した政策形成機能

の更なる充実が求められている。 

（議会の活動原則） （議会の活動原則） 

第3条 〔略〕 第3条 〔略〕 

2 議会は、市民を代表する議決機関として＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿、適切な判断及び責任ある活動をしなければならない。 

2 議会は、議会としての共通認識の醸成及び合意形成を図り、市長

その他の執行機関（以下「市長等」という。）に対する監視機能を

果たすとともに、政策の実現に向け、市民の福祉の増進を目指し

て、適切な判断及び責任ある活動をしなければならない。 

3 議会は、議員、市長＿及び市民の交流並びに自由な討論の場であ

るとの認識を持って活動しなければならない。 

3 議会は、議員、市長等及び市民の交流並びに自由な討論の場であ

るとの認識を持って活動しなければならない。 

4～6 〔略〕 4～6 〔略〕 

〔新設〕 7 議会は、ジェンダー平等の理念にのっとり、多様な議員が議会活

動を行うことができるよう配慮をしなければならない。 

（危機管理） （危機管理） 

第5条 議会は、大規模災害等の緊急の事態から市民の生命、身体及び

財産並びに生活の平穏を守るため、総合的かつ機能的な活動が図ら

れるよう、市長その他の執行機関及びその職員（以下「市長等」と

いう。）と協力し、危機管理体制の整備に努めるものとする。 

第5条 議会は、大規模災害等の緊急の事態から市民の生命、身体及び

財産並びに生活の平穏を守るため、総合的かつ機能的な活動が図ら

れるよう、市長等＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿と協力し、危機管理体制の整備に努めるものとする。 

2 〔略〕 2 〔略〕 

（議員と市長等との関係） （議員と市長等との関係） 

第7条 議会審議における議員と市長等との関係は、次に掲げるところ

により、緊張関係が保たれていなければならない。 

第7条 議会審議における議員と市長等との関係は、次に掲げるところ

により、緊張関係が保たれていなければならない。 
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現行 改正後（案） 

(1) 一般質問（会派代表質問を除く。）は、市政上の論点及び争

点を明確にするため、一問一答の方式で行うものとする。 

(1) 一般質問＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿は、市政上の論点及び争点

を明確にするため、一問一答の方式で行うものとする。 

(2) 〔略〕 (2) 〔略〕 

（委員会の活動） （委員会の活動） 

〔新設〕 第13条 委員会は、当該委員会が所管する事務（以下「所管事務」と

いう。）の調査を充実させること等により、委員会活動の活性化を

図り、政策立案等を積極的に行うよう努めるものとする。 

第13条 〔略〕 2＿＿_ 〔略〕 

〔新設〕 3 常任委員会を代表する議員は、本会議において、所管事務につい

て、議長の許可を得て質問することができる。 

2 委員会は、行政視察を行ったときは、その目的、成果及び費用を公

表するとともに、提言及び提案につなげるよう努めるものとする。 

4 委員会は、行政視察を行ったときは、その目的、成果及び費用を公

表するとともに、政策立案等＿につなげるよう努めるものとする。 

（議会広報の充実） （広報広聴の充実） 

第14条 議会は、議会及び市政について市民に関心を持たれるよう広

報紙のほか、ケーブルテレビ＿＿＿＿＿＿＿＿等情報技術の進展を

踏まえた多様な広報手段を活用し、議会広報の充実に努めるものと

する。 

第14条 議会は、議会及び市政について市民に関心を持たれるよう広

報紙のほか、ケーブルテレビ、インターネット等情報技術の進展を

踏まえた多様な広報手段を活用し、広報機能の充実に努めるものと

する。 

〔新設〕 2 議会は、市民の多様な意見を把握するとともに、市政に反映させ

るよう、時代及び環境の変化に対応し、広聴機能の充実に努めるも

のとする。 

〔新設〕 （専門的知見の活用） 

〔新設〕 第14条の2 議会は、島根県立大学等との連携をはじめ、広く専門的

知見の有効活用に努めるものとする。 

（議会図書室） （議会図書室） 

第15条 議会は、議員の調査研究及び市政運営の参考に資するため、

議会図書室の図書の充実に努めるものとする。 

第15条 議会は、議員の調査研究及び市政運営の参考に資するため、

議会図書室の＿＿＿充実に努めるものとする。 
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現行 改正後（案） 

（議員研修） （議員研修） 

第19条 〔略〕 第19条 〔略〕 

2 〔略〕 2 〔略〕 

3 議会は、島根県立大学との意見交換会の開催等知的財産の有効活

用に努めるものとする。 

〔削る〕 

（市民と議会との関係） （市民と議会との関係） 

第21条 〔略〕 第21条 〔略〕 

2 〔略〕 2 〔略〕 

3 議会は、議案等に対する各議員の態度＿を広報紙で公表する等、

市民に対して議員の意思を明確にするものとする。 

3 議会は、議案等に対する各議員の賛否等を広報紙で公表する等、

市民に対して議員の意思を明確にするものとする。 

4 〔略〕 4 〔略〕 

（議会報告会＿） （議会報告会等） 

第23条 議会は、議会活動に関する情報を積極的に公開するととも

に、市民の意見を把握し、議会活動に反映させるため、議会報告会

＿を開催するものとする。 

第23条 議会は、議会活動に関する情報を積極的に公開するととも

に、市民の意見を把握し、議会活動に反映させるため、議会報告会

等を開催するものとする。 

 



 

1 

 

 

 

追加提案議案 概要説明資料 

（令和 4 年 9 月 29 日追加提案予定） 

 

 

議案第 65 号 

○ 令和 4 年度浜田市一般会計補正予算（第 8 号） 

 

(1) 編成概要 

新型コロナウイルスワクチンの追加接種等に係る経費について調整を

行うものです。 

 

 (2) 予算規模                    （単位：千円） 

会  計  名 補正前の額 補 正 額 計 

一 般 会 計（第 8 号） 41,574,712 138,646 41,713,358 

 

(3) 補正事項 

主な補正事項は次のとおりです。 

新型コロナウイルスワクチンの追加接種（オミクロン株対応ワクチン）

等に係る経費の調整 

 

 

令和 4 年 9 月 26 日 

議会運営委員会資料 
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令和 4 年 9 月浜田市議会定例会議  付議事件（追加分）  

 

議案等（ 1 件）  

〔補正予算 1 件〕 

議案第 65 号  令和 4 年度浜田市一般会計補正予算（第 8 号）  
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令 和 4 年 9 月 浜 田 市 議 会 定 例 会 議  付託先一覧等（案）  

 

【付託件数内訳】  

予算決算委員会  1件  

市長提出議案等（議案 1 件）  

議案等番号  件  名  付託先等  

議案第 65 号  
令和 4 年度浜田市一般会計補正予算

（第 8 号）  
予算決算委員会  

 

議会追加提出案件（ 1 件）  

発 議 等 番 号  件  名  

発 議 第 ○ 号  
（議会運営委員会提案  提出日  9 月 29 日）  

浜田市議会基本条例の一部を改正する条例について  

 

意見書（ 1 件）  

発 議 等 番 号  件  名  

発 議 第 ○ 号  

（福祉環境委員会提案  提出日  9 月 29 日）  

加齢 性難聴者の補聴器購入に対する公的助成制度の創

設を求める意見書について  

※請 願の意見書提出に関する事項が採択された場合に

提出予定  

 

議会提出案件（ 2 件）  

議員 派遣について  

（ 10/5）令和 4 年度秋季島根県市議会議長会定期

総会  

（ 10/17）第 151 回中国市議会議長会臨時総会  
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発議第 号 

 

浜田市議会基本条例の一部を改正する条例について 

 

 浜田市議会基本条例の一部を改正する条例を次のとおり、浜田市議会会議

規則第 13 条第 2 項の規定により提出する。 

 

  令和 4 年 9 月 29 日 提出 

 

議会運営委員会 

委員長   布 施 賢 司 
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浜田市議会基本条例の一部を改正する条例  

 

浜田市議会基本条例（平成 23 年浜田市条例第 34 号）の一部を次のように

改正する。 

前文中「地方分権の時代を迎え、」を削る。 

第 3 条第 2 項中「市民を代表する議決機関として」を「議会としての共通

認識の醸成及び合意形成を図り、市長その他の執行機関（以下「市長等」と

いう。）に対する監視機能を果たすとともに、政策の実現に向け、市民の福祉

の増進を目指して」に改め、同条第 3 項中「市長」を「市長等」に改め、同

条に次の 1 項を加える。 

7  議会は、ジェンダー平等の理念にのっとり、多様な議員が議会活動を行

うことができるよう配慮をしなければならない。 

第 5 条第 1 項中「市長その他の執行機関及びその職員（以下「市長等」と

いう。）」を「市長等」に改める。 

第 7 条第 1 号中「（会派代表質問を除く。）」を削る。 

第 13 条第 2 項中「提言及び提案」を「政策立案等」に改め、同項を同条

第 4 項とし、同条中第 1 項を第 2 項とし、同項の次に次の 1 項を加える。 

3  常任委員会を代表する議員は、本会議において、所管事務について、議

長の許可を得て質問することができる。 

第 13 条に第 1 項として次の 1 項を加える。 

委員会は、当該委員会が所管する事務（以下「所管事務」という。）の

調査を充実させること等により、委員会活動の活性化を図り、政策立案等

を積極的に行うよう努めるものとする。 

第 14 条の見出し中「議会広報」を「広報広聴」に改め、同条中「ケーブ

ルテレビ」の次に「、インターネット」を加え、「議会広報」を「広報機能」

に改め、同条に次の 1 項を加える。 

2  議会は、市民の多様な意見を把握するとともに、市政に反映させるよう、

時代及び環境の変化に対応し、広聴機能の充実に努めるものとする。 

第 14 条の次に次の 1 条を加える。 

（専門的知見の活用） 

第 14 条の 2  議会は、島根県立大学等との連携をはじめ、広く専門的知見

の有効活用に努めるものとする。 

第 15 条中「図書の」を削る。 

第 19 条第 3 項を削る。 
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第 21 条第 3 項中「態度」を「賛否等」に改める。 

第 23 条（見出しを含む。）中「議会報告会」を「議会報告会等」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 



提 案 条 例 説 明 資 料 

提案者 議会運営委員会 

1 議 案 番 号 発議第 号 

2 題 名 浜田市議会基本条例の一部を改正する条例 

3 目的・理由 

浜田市議会基本条例第 25 条の規定に基づく議会運営委

員会の検討の結果を踏まえ、現在の活動及び取組に合わせ

た見直しをするとともに、新たな事項を追加するため、所

要の改正を行うものです。 

4 概 要 

1  議会の活動原則に係る項目の見直し及び追加（第 3 条

関係） 

⑴ 議会は、議会としての共通認識の醸成及び合意形成

を図り、市長等に対する監視機能を果たすとともに、

政策の実現に向け、市民の福祉の増進を目指して、適

切な判断及び責任ある活動をしなければならない。 

⑵ 議会は、ジェンダー平等の理念にのっとり、多様な

議員が議会活動を行うことができるよう配慮をしな

ければならない。 

2  委員会の活動に係る項目の追加（第 13 条関係） 

⑴ 委員会は、所管事務の調査を充実させること等によ

り、委員会活動の活性化を図り、政策立案等を積極的

に行うよう努めるものとする。 

⑵ 常任委員会を代表する議員は、本会議において、所

管事務について、議長の許可を得て質問することがで

きる。 

3  広聴機能の充実に係る項目の追加（第 14 条関係） 

議会は、市民の多様な意見を把握するとともに、市政

に反映させるよう、時代及び環境の変化に対応し、広聴

機能の充実に努めるものとする。 

4  その他規定の整理 

5 施行期日等 公布の日 
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加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的助成制度の 

創設を求める意見書について 

 

  加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的助成制度の創設を求める意見書 

を次のとおり、浜田市議会会議規則第 13 条第 2 項の規定により提出する。 

 

令和 4 年 9 月 29 日 提出  

 

                    福祉環境委員会 

委員長 小 川 稔 宏   
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加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的助成制度の 

創設を求める意見書 

 

加齢性難聴は日常生活を不便にし、コミュニケーションを困難にするなど

生活の質を落とす大きな原因になります。また、最近では鬱や認知症の危険

因子になることも指摘されています。 

加齢性難聴によりコミュニケーションが減り、会話により脳に入ってくる

情報が少なくなることが、脳の機能の低下につながるのではないかと考えら

れています。 

日本の難聴者率は、欧米諸国と大差はありませんが、補聴器使用率は欧米

諸国と比べて低く、日本での補聴器の普及が求められています。 

しかし、日本において補聴器の価格は片耳当たりおおむね 10 万円から 20

万円であり、保険適用ではないため全額自己負担となります。 

身体障害者福祉法第 4 条に規定する身体障害者である高度・重度難聴の場

合は、補装具費支給制度により１割負担、中等度以下の場合は購入後に医療

費控除を受けられるものの、その対象者はわずかで、約９割は自費で購入し

ていることから、特に低所得の高齢者に対する配慮が求められます。 

欧米では、補聴器購入に対し公的補助制度があり、日本でも、一部の自治

体で高齢者の補聴器購入に対し補助を行っています。 

補聴器の更なる普及で、高齢になっても生活の質を落とさず、心身とも健

やかに過ごすことができ、認知症の予防、ひいては健康寿命の延伸、医療費

の抑制にもつながると考えられます。 

よって、国においては、加齢性難聴者の補聴器購入に対する公的助成制度

を創設されるよう強く求めます。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

令和4年9月29日 

 

浜 田 市 議 会 
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【陳情の流れ】

①事務局において陳情受付及び、下記の4項目と提出年月日の記載の確認

【記載事項】

1.住所※法人の場合は所在地、 2.氏名※法人の場合は、名称、 3.件名

4.陳情の趣旨（願意：議会へどうしてほしいのか・理由）

②上記1～4の要件（記載）がない場合は事務局が提出者へ追記・修正を依頼又は、その旨を補記

③陳情の取扱いに関する内部協議

議会運営委員会正副委員長、正副議長が陳情の内容を確認し、取扱いを決定

（この場で確認等する事項）

1.内容を確認し、陳情取扱基準（案）により、委員会へ付託し審査するものと、

委員会へ付託せず議員へ配付するものを判断する。

2.審査する陳情について、付託先委員会を決定する。

④審査する陳情については、議長が付託先を決定し、議会運営委員会で付託先を報告

※委員からの質疑なし

委員会へ付託する陳情は、付託先一覧により報告する（配付とした陳情は、一覧に件

数のみ掲載する）。

委員会へ付託しない陳情は、陳情の写しに配付とした根拠となる陳情取扱基準の該当

番号を付し、議員へのみ配付する。

⑤-2 委員会へ付託しない陳情は、全議員配付

陳情者には、配付とした陳情取扱基準の該当番号を

付し、その旨を通知

⑤-1 議長が全員協議会で付託先を通知

⑥付託先委員会で審査・採決

⑦定例会議終了後の全員協議会終了後に審査結果を陳情者へ通知

※採択、一部採択となった場合は関係機関へ送付

○浜田市議会陳情書取扱基準（案）

⑴ 趣旨、願意等が不明確で判然としないもの

⑵ 基本的人権を否定する等、違法な又は明らかに公序良俗に反する行為を求めるもの

⑶ 基本的人権を否定する等、明らかに公序良俗に反する用語を含むもの

⑷ 特定の個人に関する情報を明らかにし、プライバシーを侵害するおそれがあるもの

ただし、すでに公表され、かつ、社会的に周知された事実を除く。

⑸ 特定の個人、団体等を誹謗中傷し、又はその名誉を毀損し、又は信用を失墜させる

おそれがあるもの

⑹ 係属中の訴訟又は捜査中の犯罪事件に関するもの

⑺ 市の職員に対する懲戒、分限等、個別の処分を求めるもの

⑻ 市の事務・権限に関係しない事項についての行為を求めるもの

⑼ 私人間で解決すべきもので、行政による解決の手だてがないもの

⑽ 採択、不採択等の議決等のあった請願又は陳情と同一の趣旨のもので、その後の状

況に特段の変化がないもの

⑾ 前各号に掲げるもののほか、議長が審査を行うことが適当でないと判断したもの
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○陳情の取扱方針決定後に検討するその他の事項（案）

1.陳情書の公開について（傍聴者・報道機関への配付・ホームページへの掲載）

○審査する陳情は、陳情書のみ委員会資料として公開する（陳情書に添付された資料

は公開しない）

※ホームページ内「請願・陳情」のページには、陳情書・件名・結果を掲載する。

○配付の陳情は、陳情書を公開しない。またホームページへの件名の掲載もしない。

2.陳情書について、基本的に黒塗り処理はしない

特定の個人に関する内容を含みプライバシーを侵害するおそれがあるなどの陳情は、

陳情取扱基準により委員会付託せずに議員へ配付するのみとなり、陳情書の公開はし

ないと想定されるため

※陳情第57号「公務における公人名は、陳情においても氏名を黒消しにするべきでは

ないという陳情について」は、9月6日の議会運営員会において採択


